
秩父市手話言語条例 

 

手話は、日本語や英語などの音声言語と異なり、手指や体の動き、表情を使って 

視覚的に表現する言語であり、主にろう者の思考や意思疎通に用いられている。我 

が国において、手話は、物事を考え、コミュニケーションを図り、お互いの気持ち 

を理解し合うために、また、知識を蓄え、文化を創造するために必要な言語として、 

ろう者によって大切に育まれてきた。 

しかしながら、これまで手話が言語として認められてこなかったことや手話を使 

用することができる環境が整えられてこなかったことなどから、ろう者は、必要な 

情報を得ることやコミュニケーションを図ることに困難があり、多くの不便や不安 

を感じながら生活してきた。 

こうした中で、障害者の権利に関する条約や障害者基本法において、手話は言語 

として位置付けられたが、手話に対する理解の広がりを十分に感じられる状況には 

至っていない。手話が言語であるとの認識に基づき、手話に対する理解を広げるこ 

とにより、市民や観光客など全ての人が安心して暮らし、また、訪れることができ 

る秩父市を目指すとともに、広域連携により、手話普及の先進地としての秩父地域 

をつくるため、この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、手話が言語であるとの認識に基づき、手話の理解及び普及並 

びに手話を使用しやすい環境の整備に関し、基本理念を定め、市、市民及び事業 

者の責務又は役割を明らかにするとともに、施策の総合的かつ計画的な推進に必 

要な基本的事項を定め、もってろう者とろう者以外の者とが共生することのでき 

る地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 手話の理解及び普及並びに手話を使用しやすい環境の整備は、次に掲げる 

事項を基本として行うものとする。 

(1) 手話が、ろう者が自ら生活を営むために使用している独自の体系を持つ言語 

であって、豊かな人間性を涵養し、及び知的かつ心豊かな生活を送るための言 

語活動の文化的所産であることを理解すること。 

(2) ろう者とろう者以外の者が相互に人格と個性を尊重し合いながら共生するこ 

と。 

(3) ろう者とろう者以外の者が手話により意思疎通を行う権利を尊重すること。 

（市の責務） 

第３条 市は、前条に定める基本理念にのっとり、手話の理解及び普及並びに手話 

を使用しやすい環境の整備を推進するため、次に掲げる施策を実施するものとす 

る。 



(1) 市民が手話を学ぶ機会を確保するための施策 

(2) 市民が手話を使用する機会を拡充するための施策 

(3) 市民が意思疎通の手段として手話を容易に選択し、使用することができる環 

境の整備のための施策 

(4) 手話通訳者その他の手話による意思疎通支援者の配置拡充及び処遇改善のた 

めの施策 

(5) 前各号に掲げるもののほか、手話の理解及び普及並びに手話を使用しやすい 

環境の整備を推進するために市長が必要と認める施策 

（市民の役割） 

第４条 市民は、基本理念を理解し、積極的に手話を使用するとともに、地域社会 

の一員として、手話を使用しやすい地域社会の実現に努めるものとする。 

（事業者の役割） 

第５条 事業者は、基本理念を理解し、手話を使用する人が利用しやすいサービス 

を提供し、手話を使用する人が働きやすい環境を整備するよう努めるものとする。 

（施策の推進方針） 

第６条 市は、第３条各号に掲げる施策を総合的かつ計画的に推進するための方針 

を策定するものとする。 

２ 前項の方針は、市が行う他の施策や計画との整合及び調和が図られたものでな 

ければならない。 

３ 市は、第１項の方針の策定に当たっては、手話を使用する人その他関係者の意 

見を聴くものとする。 

（財政上の措置） 

第７条 市は、手話に関する施策を実施するために必要な財政上の措置を講ずるよ 

う努めるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（検討） 

２ 市は、この条例の施行後３年を経過した場合において、この条例の施行の状況 

について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

提案理由 

手話が言語であるとの認識に基づき、手話の理解や普及などに関し、基本理念を 

定め、市や市民などの責務、役割を明らかにするとともに、施策の総合的かつ計画 

的な推進に必要な基本的事項を定め、もってろう者とろう者以外の者とが共生する 

ことのできる地域社会を実現するため。 


